


































研究の目的 

 昭和 60 年の乳児死亡率 5.5に象徴されるように、わが国の母子保健事業は近年格段の進

歩の効果をあげてきている。しかし一方では、各家族化、地域連帯感の希薄化、婦人労働

の一般化等の傾向は、人間関係や親子関係の希薄化、公共心や思いやりの心の不足等によ

る心の問題の多発、体力や運動能力の不足にもとづく体の問題など、小児の健康には多く

のアンバランスや問題点の原因として注目されている。 

 また、高齢化社会、特に労働人口対高齢人口の比率 4対 1になると予想される社会構造

の推移から、現在のそしてこれから生まれてくる小児の心身の健康の向上は、21 世紀にむ

けて、わが国の運命を左右する最重要因子と云わざるをえない。今日社会問題として注目

されている「いじめ」や登校拒否、非行等も乳幼児期の心身の健康から対応せぬ限り解決

は出来ない。 

 このような社会的要請とわが国の将来の基盤として、母子保健のさらなる向上は必須で

あり、本研究ではそのために必要な事業にかかわる調査・研究を行うことにより、母子保

健事業、とくに地域母子保健サービスシステムの充実改善をはかるものである。具体的に

は、 

(1)より充実した地域母子保健サービスのための立案・策定 

(2)母子保健法改正ないし対人保健サービスの市町村への一括移管がある場合に備え、その

際、質を維持向上させるための具体的方策の策定 

(3)今後おこりうる事態に、必要に応じ即時対応できるための資料と学問的裏付けの収集・

蓄積 

を目的として研究を実施した。 


